
別紙様式２号

１．推進事業（全取組共通）

事業費（要望額） 17,376,000円 （うち交付金 17,376,000円） 都道府県名 栃木県

うち地域提案メニュー分 円 （うち交付金 円） 事業実施年度 平成20年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

経営力の強化

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

経営力の強化

都道府県における目標関係

成果目標の具体的な実績 備考

計画時（平成19年度） 実施後（平成20年度） 目標（平成20年度） 達成率
7,525経営 7,557経営 7,700経営 各関係機関の連携や各市長担い手育成総合支援協議会の活動

【認定農業者等担い手の育成・確保】（農薬飛散防止普及活動緊急支援：国庫 1,384,000円）

【担い手への農地利用集積の促進】（優良農地確保支援対策等：国庫 10,644,000円）

政策目標 取組名 成果目標の具体的な内容

新規就農者を広く確保する観点から、学卒就農に加え、Ｕターン就農、新規参入、定年帰農等のための取り組みを推進する。特に就農計画の策定支援、農業大学校の充実、農業後継者育成基金の活用推進などにより、総合的に確保育成する。
また、学校教育機関や地域農業者との連携による農業体験学習活動や農業実践研修を体系的に実施し、就農意欲の高揚と就農への誘導を行う。

食の安全・安心の確保に向けた取組や消費者ニーズに対応した農産物の生産を推進するため、ポジティブリスト制度の導入や農薬飛散防止対策の徹底を図ることが重要である。このため、環境にやさしい総合防除マニュアルの策定推進や効率
的かつ効果的な防除についての普及開発を進め、担い手の確保とともに情報の提供の徹底を推進する。

担い手への農地の利用集積面積は約49,000ha程度（平成19年度実績）であり、担い手への集積は、年々増加傾向にある。今後とも、県の基本方針に定めた集積目標（平成27年度目標50～60％）に向けて、さらなる積極的な推進への取組が必要
である。

事業実施後の状況
国による点検評
価

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

新規就農者は、平成20年度は219名であり、ほぼ横ばいである。最近では、他産業からの就農希望者が増加傾向にあり、就農するための情報提供や技術の支援などが求められている。

【新規就農者の育成・確保】（道府県農業大学校等再チャレンジ活用推進：国庫 5,348,000円）

農薬等の適正使用をはじめ、飛散防止対策の徹底について、普及組織やＪＡ等と連携して、普及啓発のための研修会や現地指導に取り組むとともに、担い手の確保育成組織である県及び各市町担い手育成総合支援協議会とともに、担い手の
ニーズにあった情報の提供や環境規範等に考慮した認定農業者等の確保・育成に取り組む。

県の基本方針に定めた集積目標を達成するため、既存事業の活用はもとより、近年増加傾向にある遊休農地の解消対策についても積極的に取り組みつつ、農地の流動化を促進し、担い手への集積を図っていく。また、遊休農地の解消対策の一
つとして、普及組織と一体となって、導入作物の検討や必要な技術支援、情報の提供を実施する。

【認定農業者等担い手育成対策の推進】（農薬飛散防止普及活動緊急支援：国庫 1,384,000円）

【農地利用集積の推進】（優良農地確保支援対策等：国庫 10,644,000円）

【新規就農者の育成・確保】（道府県農業大学校等再チャレンジ活用推進：国庫 5,348,000円）

担い手の育成・
確保

認定農業者等担い手育成対策
の推進

認定農業者の育成

7,525経営
（平成20年3月末）

7,557経営
(平成21年3月末)

7,700経営

18.3%

各関係機関の連携や各市長担い手育成総合支援協議会の活動
により認定農業者が確保された。

担い手への農地
利用集積の促進

農地利用集積の推進
担い手への農地利用集積率の
増加

担い手への農地利用集積率
33％
（平成20年3月末）

担い手への農地利用集積率
32.6％
（平成21年3月末）

担い手への利用集積率を
1.0％増加

-40%

新規就農者の育
成・確保

道府県農業大学校等再チャレ
ンジ活用推進

新規就農者の育成

研修教育課程修了者の就農者
数
56名
（平成20年3月末）

研修教育課程修了者の就農者
数
57名
（平成21年3月末）

研修教育課程修了者の就農者
数
60名

95%

○地域提案メニューの内容

事業実施地区数 評価対象外地区数 評価対象地区数

（ア） （イ） （ア）－（イ）

4 0 4

評価対象外の地区がある場合、

その代表的な理由

総合所見

－
認定農業者の確保及び担い手への農地利用集積率が目標達成に至らなかったが、各事業の実施により、担い手の育成・確
保等は着実に図られており、これからも関係機関と連携し目標達成に向け取り組んでいきたい。

全体の達成率が
37.8％と低く、
目標達成に向け
た取組の向上が
必要
認定農業者の育
成、農地利用集
積の推進、新規
就農者の育成と
もに目標を達成
していないた
め、改善指導を
行う。

利用集積率の増加実績-0.4％

利用集積率の増加目標1.0％

× 100 ＝ -40％

研修教育課程修了者の就農実績

計画時の就農予定者数

× 100 ＝ 95％



（別紙様式２号別添）

別添２ 都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

交付金 都道府県費市町村費 その他

経営力の強化
担い手の育
成・確保

－ 栃木県
農薬飛散防
止普及活動
緊急支援

出荷停止日数０日

農薬飛散防止技術の普及
農薬飛散技術研修会の開
催

出荷停止日数０日

農薬飛散防止技術の普及
農薬飛散技術研修会の開
催

1,384,000 1,384,000 100%

研修会、普及啓発
活動が適切に実施さ
れた。

同左

－ 栃木県

新技術活用
優良農地利
用高度化支
援

集積対象者に対する
農地利用集積率を事
業実施前年度末と比
較して1.4％増加

検討会の開催、環境実態
調査の実施、濃密な技術
経営指導の実施

集積対象者に対する
農地利用集積率を事
業実施前年度末と比
較して1.0％増加

検討会の開催、環境実態
調査の実施、濃密な技術
経営指導の実施

10,139,000 10,139,000 100%

各種推進事業によ
り、担い手への集積
が確実に進んだ。

同左

那珂川町
那珂川町農業
委員会

遊休農地解
消普及活動

遊休農地解消集積1ha
現地調査、検討会の開催
等

遊休農地解消面積
1ha

現地調査、検討会の開催
等

505,000 505,000 100%

事業活用により遊休
農地解消が進んだ。

新規就農者の
育成・確保

－ 栃木県

道府県農業
大学校等再
チャレンジ
活用推進

新規就農者を56名育
成

離農就農者等就農支援の
実施（外部講師の招へ
い、嘱託職員の配置） 新規就農者を57名育

成

離農就農者等就農支援の
実施（外部講師の招へ
い、嘱託職員の配置）

5,348,000 5,348,000 108%

新規就農者育成事
業により、新規就農
者の育成が確実に進
んだ。

同左

合計 － － － － － － － － － 17,376,000 17,376,000 － － －

担い手への農
地利用集積の
促進

成果目標に対する
成果実績(B)

事業実績

負担区分（円）

政策目的 政策目標
市町村名（ま
たは地区名）

事業実施主体

目標
達成
状況
Ｂ／
Ａ

事業主体等による評
価結果

都道府県による点
検評価結果（所

見）取組名 成果目標(A) 事業内容（計画）

計画策定時 事業実施後（目標年度）

事業費（円）
その他参
考となる

事項


